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デジタル教科書・教材に関する課題整理、実証実験、普及啓発、政策提言等

1.デジタル教科書・教材の要件の検討
2.ビジネスモデル、普及方策の検討
3.実証実験の企画・実施
4.その他課題の整理・検討・提言
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■DiTT第一次提言 （2011年４月）

政府目標を５年前倒しし、2015年までに目標を達成することを提言

2



http://mirainomanabi.net/

■教育情報化ステイトメント （2012年６月）

東浩紀 作家・批評家
猪子寿之 チームラボ代表
遠藤信博 日本電気社長
大﨑洋 吉本興業社長
角川歴彦 角川グループ会長
川上量生 ドワンゴ会長
小宮山宏 東京大学総長顧問
佐々木かをり イー・ウーマン社長
佐々木俊尚 作家／ジャーナリスト
孫正義 ソフトバンク社長
田中孝司 KDDI 社長
津田大介 ジャーナリスト
夏野剛 慶應義塾大学特別招聘教授
古川康 佐賀県知事
別所哲也 俳優
茂木健一郎 脳科学者
山下徹 NTTデータ社長

◯ご賛同いただいたかたがたの例

広い国民運動として、有識者、産業界、自治体首長らの声を集め、
・デジタル教科書を正規の教科書とするための制度改正
・情報端末/無線ネット/デジタル教科書を配備する予算の確保
・教育情報化計画の策定と実行
の３点を提言。
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開発・ 教育情報化タスクフォースの設置 [1]
文科、総務、経産、厚労、内閣府など関連する省庁横断のタスクフォースを総理大臣直轄として置き、目標の設定、
計画の推進、課題の解決に当たる。その一元的な推進機関をタスクフォース直下に置く。
産官学連携の協議会（コンソーシアム）を形成し、協力態勢を敷く。

・ 「デジタル教科書法」の策定 [3]
デジタル教科書を正規化するための3法（学校教育法、教科書発行法、著作権法）の改正を含む「デジタル教科書法」
の策定に向けた検討を開始し、2013年度に結論を得て、必要な措置を講ずる。

・ 教育情報化計画の前倒し [5]
「教育情報化ビジョン」の目標年度2020年を5年前倒しし、2015年に全ての子どもがデジタル教科書で
教育を受けられるようにする。

・ デジタル教育システム標準化 [10]
情報端末、クラウドネットワーク、デジタル教科書・教材のシステム標準化を図り、10地域のモデル自治体で検証を行う。
2015年には標準スペックを決定する。

・ 推進地域の全国配置 [100]
早急に全国47都道府県、政令市を含む100か所に推進拠点地域を設定し、施策を重点投下する。
教育センター等による教員研修も重視する。

・ スーパーデジタル教員の支援 [100]
世界で共有できるデジタル教材の開発を促進するため、各地域の教育情報化の実践で成果を上げている全国の教員100名を

「スーパーデジタル教員」に選定・支援する。優良教材については産官学の協議会が全国への普及を支援する。

・ デジタル創造教育の拡充 [1000000]
ICTによる創造力・表現力を育成するワークショップに年間100万人が参加できるよう支援する。
（参考：2013年3月のワークショップコレクションには10万人が参加）

・教育情報化の予算措置 ［300000000000］
教育情報化に使途を限定し、毎年3千億円規模の予算措置を行う。
使途はハード、ソフト、人的サポートなど必要なものを広範囲に適応できるようにする。

■DiTT 教育情報化提言2013   (2013年6月）
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◯教育のIT化に向けた環境整備４か年計画

■この１年、本格化する政策対応

◯自治体による一人１台整備の本格化
（東京都荒川区、大阪市、武雄市、備前市等）

◯教育における情報通信（ＩＣＴ）の利活用促進をめざす超党派国会議員政策勉強会
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開発学校の高速ブロードバンド接続、１人１台の情報端末配備、電子黒板や無線
LAN環境の整備、デジタル教科書・教材の活用等、初等教育段階から教育環
境自体の IT化を進め、児童生徒等の学力の向上と IT リテラシーの向上を図る。

これらの取組により、2010 年代中には、全ての小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校で教育環境の IT 化を実現するとともに、学校と家庭がシームレ
スでつながる教育・学習環境を構築する。

■世界最先端IT国家創造宣言（2013年6月14日）

開発

すべての小・中学校において児童生徒１人１台の情報端末によるデジタル教
科書・教材の活用を始めとする教育の情報化の本格展開が急務であり・・デジタ
ル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度などの在り
方について本年度中に課題の整理を行い、2016年度までに結論を得て、必要
な措置を講ずる。（短期・中期）（文部科学省、総務省）

・・デジタル教科書・教材に係る著作権制度上の課題について検討し、必要な
措置を講ずる。（短期・中期）（文部科学省）

■知財計画2014 （2014年5月19日）
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普及
■この１年、本格化する民間対応

◯タブレット学習メニューの展開◯子ども向け機器・アプリの提供

◯教科書・教材の整備 ◯オンライン学習コースの開発
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教育のIT化に向けた
環境整備
4ヵ年計画

教員のICT活用
指導力の向上
に向けた取組

教材流通の
クラウド基盤と

ネットワークの整備

学校での
安定した無線通信

環境の確立

教育情報化
を進めるための

制度整備

■教育情報化ステイトメント2014 案
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